
平成３０年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,654,324) (1,654,324) (1,240,743)
38

0 0 0 
39

＜1,654,324＞ ＜1,654,324＞ ＜1,240,743＞
40

(3,960) (3,960) (3,168)
161

0 0 0 
162

＜3,960＞ ＜3,960＞ ＜3,168＞
163

(332,668) (332,668) (291,084)
176

0 0 0 
177

＜332,668＞ ＜332,668＞ ＜291,084＞
178

(254,000) (254,000) (196,850)
188

0 0 0 
189

＜254,000＞ ＜254,000＞ ＜196,850＞
190

(335,780) (335,780) (293,807)
200

0 0 0 
201

＜335,780＞ ＜335,780＞ ＜293,807＞
202

(79,618) (79,618) (59,713)
203

0 0 0 
204

＜79,618＞ ＜79,618＞ ＜59,713＞
205

(35,000) (35,000) (26,250)
212

246,000 246,000 184,500 
213

＜281,000＞ ＜281,000＞ ＜210,750＞
214

(103,200) (103,200) (82,560)
221

7,000 7,000 5,600 
222

＜110,200＞ ＜110,200＞ ＜88,160＞
223

(290,027) (290,027) (232,021)
224

7,000 7,000 5,600 
225

＜297,027＞ ＜297,027＞ ＜237,621＞
226

(389,246) (389,246) (311,396)
227

0 0 0 
228

＜389,246＞ ＜389,246＞ ＜311,396＞
229

(0)
#VALUE!

0
#VALUE!

＜0＞
#VALUE!

(3,477,823) (3,477,823) (2,737,592) (0) (0)

260,000 260,000 195,700 0 0 

＜3,737,823＞ ＜3,737,823＞ ＜2,933,292＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

名取市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成30年12月時点

No.
事業番号
（注１）

事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率
（a）
（注３）

当該年度（注４）
年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記

載）

備　考

10  D - 17 - 1   閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業 閖上地区 市 市 直接 1/2

51 ◆ D - 17 - 1 - 5 閖上地区幼稚園仮園舎整備支援事業 下増田地区 市 市 直接 4/5

56  D - 4 - 2   
閖上地区災害公営住宅整備事業（土地区画整理
区域内）

閖上地区 市 市 直接 3/4

【他事業より流用】（平成30年1月）

流用元①：D-4-3閖上地区災害公営住宅整備事業（土地区

画整理区域外）

流用額①：[H28]271,956千円（国費：237,961千円）【工事

費】

流用元②：D-23-4閖上地区防災集団移転促進事業（事業

費）

流用額②：[H26]79,860千円（国費：69,877千円）【工事

60  D - 1 - 11   
（仮称）閖上港線整備事業
（市街地相互の接続道路）

閖上地区 市 市 直接 5/9

64  D - 5 - 1   災害公営住宅家賃低廉化事業
下増田・閖上・

高柳地区
市 市 直接 3/4

65  D - 6 - 1   東日本大震災特別家賃低減事業
下増田・閖上・

高柳地区
市 市 直接 1/2

68  D - 17 - 5   閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業 閖上東地区 市 市 直接 1/2

71 ◆ D - 17 - 5 - 1 閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業区
域内道路整備事業

閖上東地区 市 市 直接 4/5

72 ◆ D - 17 - 5 - 2 閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業区
域内下水道整備事業

閖上東地区 市 市 直接 4/5

73 ◆ D - 17 - 5 - 3 閖上東地区被災市街地復興土地区画整理事業区
域内自然排水盛土造成事業

閖上東地区 市 市 直接 4/5

44 D - 1 - 2 道路事業（市街地相互の接続道路） 名取駅閖上線 県 県 直接 5/9

事業完了
[他事業へ流用]（平成30年10月10日）
流用先：【松島町】D-22-1　松島公園津波防災緑地
整備事業（松島地区）
流用額：【H24】17,479千円（国費：13,546千円）
流用後交付対象事業費：12,521千円（国費：9,704千
円）

小畑和弥

市町村名 電話番号 022-384-2111 chousei@city.natori.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 震災復興部復興調整課

mailto:chousei@city.natori.miyagi.jp


平成３１年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、

特定市町村又は特定都道

県以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額

基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2

効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間

調整額

（国費）
(e)

調整後の

交付金

交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)
113

176,219 176,219 136,569 
114

＜176,219＞ ＜176,219＞ ＜136,569＞
115

(0) (0) (0)
116

98,395 98,395 76,256 
117

＜98,395＞ ＜98,395＞ ＜76,256＞
118

(0) (0) (0)
125

116,285 116,285 90,120 
126

＜116,285＞ ＜116,285＞ ＜90,120＞
127

(0) (0) (0)
146

590,533 590,533 457,663 
147

＜590,533＞ ＜590,533＞ ＜457,663＞
148

(0) (0) (0) (0) (0)

981,432 981,432 760,608 0 0 

＜981,432＞ ＜981,432＞ ＜760,608＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

名取市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

小畑和弥

市町村名 電話番号 022-384-2111 chousei@city.natori.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 震災復興部復興調整課

 
増田川線道路事業
（市街地相互の接続道路)

閖上地区 市

市 直接 5/910   
北釜線道路事業
（市街地相互の接続道路）

下増田地区 市

市 直接 5/9

市35  D - 1 - 

46  D - 1 - 

7   
（仮称）閖上南北線整備事業
（市街地相互の接続道路）

閖上地区 市

市 直接 5/9

39  D - 1 - 

4  

事業

実施

主体

直接／間接

基本

国費率

（a）

（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成30年12月時点

No.
事業番号

（注１）

事業名

（注２）

地区名

施設名

交付

団体

【他事業より流用】（平成30年10月）
流用元：D-1-6小塚原中央線整備事業
流用額：[H24]94,000千円（国費：72,850千円）【測量設計
費】、[H25]10,500千円（国費：8,137千円）【用地費】
流用元：D-1-12閖上四郎丸整備事業
流用額：[H27]152,548千円（国費：118,225千円）【工事
費】
流用後交付対象事業費：4,003,505千円（国費：
3,102,716千円）

市 直接 5/9

36  D - 1 - 

3   
川内沢川線道路事業
（市街地相互の接続道路）

下増田地区

mailto:chousei@city.natori.miyagi.jp


平成３１年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、
特定市町村又は特定都道
県以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

91

(0) (0) (0)

101

92

0 0 0 

102

93

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

103

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

名取市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号 022-384-2111 chousei@city.natori.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 震災復興部復興調整課 小畑和弥

             

      

県 直接 1/2

【他事業から流用】（平成３０年１０月１０日）
流用元：山元町C-4-1_被災地域農業復興総合支援
事業（山元町いちご団地化整備事業）牛橋，花釜，
笠野地区
流用額：402,960千円(国費：[H23年度(繰越)補
正]302,220千円)【工事費】
流用後交付対象事業費：12,497,218千円(国費：
9.372,912千円)

     

  2   
農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（農地整備事業）

名取地区 県31  C -   1 -

  

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率
（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成30年12月時点

No.
事業番号
（注１）

事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:chousei@city.natori.miyagi.jp

